
1

vol.19　2020

社会動向レポート

化学物質による労働者の 
リスク低減を目指して

環境エネルギー第2部
チーフコンサルタント 貴志　孝洋

　2016年6月、改正労働安全衛生法に基づき事業者は、化学物質のリスクアセスメントを実施
することが義務付けられた。本稿では、化学物質のリスクアセスメントの考え方について述べる
とともに、化学物質による労働者のリスクを低減するための重要なポイントを解説する。

はじめに

　化学物質は、我々の暮らしの中で非常に重要
な役割を担っており、我が国の産業や経済活動
において多くのベネフィットをもたらしている。
その一方で、化学物質はしばしば環境汚染の要
因として挙げられることもある。例えば、セベ
ソ事故（1）やボパール事故（2）のように、化学物質
には甚大な災害を引き起こすなどのリスクも併
せ持っている。そのため、適切な管理が求めら
れており、我が国では労働安全衛生法のほか様々
な法規制などにおいて化学物質の管理がなされ
ている。
　そのような中、2016年6月に、化学物質のリ
スクアセスメントの義務化などを含む改正労働
安全衛生法（以降「改正安衛法」という）が施行
された。この改正は、2012年に大阪府のオフ
セット印刷会社の従業員等が胆管がんを発症す
るといった重大な労働災害事例が発生したこと
がきっかけとなった。
　2012年当時はまだ労働安全衛生規則や特定化
学物質障害予防規則などの特別規則の対象外で
あった1,2-ジクロロプロパン（DCP）やジクロロ
メタン（DCM）などを含有する塩素系有機溶剤を
洗浄剤として使用していた当該事業者の少なく

とも16名の従業員及び元従業員が、胆管がんに
り患し、9名が死亡する（2020年1月現在）という
重大な労働災害が発生した。この労働災害（いわ
ゆる「胆管がん事案」）をきっかけにして、ハザー
ド管理を中心とした従来の化学物質規制のやり
方では、健康を害する危険性から十分に労働者
を守ることができないのではないかという意見
が広がり、化学物質によるリスクを事前に察知
して対応する必要性（リスク管理の必要性）が指
摘されることとなった。
　そこで厚生労働省は、労働災害を未然防止す
るための仕組みを充実させるため、労働安全衛
生法の見直しを進め、第186回国会（2014年）に
おいて「労働安全衛生法の一部を改正する法律」
（いわゆる「改正安衛法」）が成立し、同年6月に
公布された。
　改正安衛法では、一定の危険有害性を有する
化学物質（SDS（3）交付義務対象物質）を製造また
は取扱うすべての事業者は、リスクアセスメン
トを実施することが求められることとなった（詳
細は後述する）。さらに、これまで薬瓶などへの
ラベルの表示義務は、特別規則に該当する化学
物質のみが対象となっていたところであるが、
この改正により対象範囲が拡大し、SDS交付義
務対象物質を別の事業者などに譲渡提供する場
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合も容器にラベルを表示することが求められる
ようになった（図表1）。
　このように、改正安衛法の施行とともに、我
が国の化学物質管理のあり方が大きく変わるこ
ととなったが、その一方で化学物質のリスクア
セスメントは専門性が求められる。そのため、
厚生労働省は、「化学物質等による危険性又は有
害性等の調査等に関する指針」（以降、「指針」
という）などを公表し、リスクアセスメントの実
施を支援しているところであるが、多くの事業
者ではその対応に苦慮している状況にある。
　なお、SDS交付義務対象物質として、「労働
安全衛生法施行令」別表第9および別表第3第1

号に2020年1月現在で673物質が掲げられている
（施行当初は640物質挙げられていた）。

1．改正安衛法の主なポイント

（1）対象となる事業者
　改正安衛法では、SDS交付義務対象物質を製
造または取扱う「すべての」事業者に対して、
リスクアセスメントの実施を求めている。さら
に、業種や規模による限定はないことから、一
般的に化学物質のリスクアセスメントとは無関
係に思えるような第3次産業や第1次産業などに
該当する事業者もリスクアセスメントを実施す
る義務が生じている。つまり、例えば製造業な
どと比較すると取扱量が少なくても、アセトン
を原料とする除光液を用いるネイルサロンや2-

アミノエタノールなどを含む洗浄剤を用いるビ
ルメンテナンス業などもリスクアセスメントを
実施することが求められていることになる。さ
らに、病院や大学の研究室なども SDS交付義務

図表1　労働安全衛生法の改正概要

（資料）厚生労働省「労働安全衛生法の一部を改正する法律（平成26年法律第82号）の概要」を基にみずほ情報総研加筆
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対象物質を使用していればリスクアセスメント
を実施する必要がある。

（2）対象となるリスク
　「化学物質によるリスク」と一言でいっても、
化学物質が有する危険有害性に応じてリスクに
は様々なものが知られており、ヒトの健康への
悪影響以外にも環境への悪影響や爆発・引火（火
災）などのおそれも知られている（図表2）。
　改正安衛法は、その法律の性質上、工場や職
場などの事業場における作業者のヒト健康リス
ク（有害性）と設備や施設などの爆発や引火、そ
してそれらに伴う爆発・火災リスク（危険性）が
対象となっている。指針などでは「危険性又は
有害性等の調査」と表現されているが、ここで
の「又は」は、どちらか一方だけを対象にして
リスクアセスメントを実施すればよいという意
味ではなく、原則、危険性と有害性両方が対象
であり、「or」ではなく「and/or」と理解するべ
きである。

（3）リスクアセスメントの定義
　化学物質のリスクアセスメントは、JISをは
じめ様々な定義がある。改正安衛法では、図表
3の【STEP 1】から【STEP 3】までの一連の
流れをリスクアセスメントとして定義している。
　つまり、リスクが高い／低いなどと判断する
だけではなく、その判断結果に基づいて、リス
クを下げるためにはどのような対策を講じるべ
きかを検討してはじめてリスクアセスメントを

図表2　化学物質のリスクの種類

図表3　リスクアセスメントの流れ

（資料）みずほ情報総研作成

（資料）厚生労働省指針よりみずほ情報総研権作成
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実施したことになる。なお、リスクが小さいと
判断された場合でも、対策の検討は必要である。

（4）リスクアセスメントの実施時期
　リスクアセスメントは、図表4に該当する場
合に実施することが求められている。

　また、指針では図表5に該当する場合は、リ
スクアセスメントを実施する努力を求めている
（努力義務）。

　しかし、機械設備は時間とともに劣化し、ま
た作業場によっては人員配置が流動的となるこ
ともあるため、リスクの状況などは日々変化し
ている。そのため、定期的にリスクアセスメン
トを実施し、リスクの状況を把握することが望
ましい。

2．リスク低減の主な方法

　前述のとおり、改正安衛法では化学物質のリ
スクアセスメントが義務化されているところで
あるが、リスクアセスメントの本来の狙いは、
事業場で働く作業員や従業員、つまり「仲間の
健康と安全を守る」ことにある。言い換えれば、
化学物質による労働者のリスクを低減すること
が目的であり、リスクアセスメントを実施する

ことは、その目的を達成するための手段である。
しかしながら、事業者へのヒアリングなどから
は、一部の事業者において、リスクアセスメン
トを実施することが目的となってしまっており、
手段が目的化している状況が生じているのでは
ないかと考えられる。
　リスクアセスメントは、化学物質による労働
者のリスクを低減するための重要な手段である
が、同様に労働者の安全教育や適切な情報伝達
も重要な手段である。これまで発生した化学物
質に起因する災害事例において、化学物質の危
険有害性に対する労働者自身の理解不足や、危
険有害性情報が十分に伝達されていなかったこ
となどに起因する事例が多く報告されている。
そのため、化学物質によるリスクを低減するた
めには、安全教育を通じた化学物質危険有害性
に対する理解の促進や危険有害性情報を十分に
共有することが重要である。

3．労働者への安全教育のポイント

　前述のとおり、これまで労働者自身が取り扱
う化学物質の危険有害性の理解が不十分であっ
たことが原因で、災害に至る事例が多く発生し
ている。
　その要因の一つとして、労働者自身が作業方
法（know-how）しか教育されていないことが挙
げられる。取り扱う化学物質の危険有害性を知
らずに作業を行うことによって、危険に対する
感受性が低く、知らず知らずのうちに危険な行
動をとってしまい、薬傷や中毒、火災などの災
害事例が多く発生している。

（1）know-why、know-what を意識
　危険に対する感受性を向上させ、危険な行動
を防止するためには、know-howだけではなく、
「なぜこのようなルールになっているのか」、「な
ぜこの保護具を着用しないといけないのか」な

図表4　実施義務が生じる時期

図表5　実施努力義務が生じる時期

●　原料など取扱い物質の新規採用時や変更時
●　 作業の方法や作業手順の新規採用時や変更

時（4）

●　危険性・有害性情報を新たに入手した時

法律上の実施義務

●　労働災害発生時
●　リスクの状況に変化があったとき
●　 過去にリスクアセスメントを実施したことが

ない時
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どといった、理由（know-why）までを含めて教
育することが重要である。さらに、「もしルール
を破ればどんなことが起こるのか」、「もし保護
具を着用しなければどんな悪影響が自身に起こ
るのか」など何が起こるのか（know-what）まで
を教育すると効果的である。
　know-how、know-why、know-whatを三位
一体で労働者に教育を行うことで、取り扱う化
学物質の危険有害性に対する理解と危険に対す
る感受性が向上し、危険な行動を防止できると
考えられる。

（2）災害事例の効果的な活用
　災害事例は、ルールの不順守などにより本来
あるべき姿から逸脱した際に発生することが多
い。つまり、「なぜ災害に至ったのか」、「どうす
れば災害を防ぐことができたのか」などを学習
するにあたり、災害事例は非常に優れたコンテ
ンツであるとも考えられる。
　過去に発生した化学物質に起因する災害事例
には、多くの教訓が含まれていることから、化
学物質を取り扱う多くの事業場で使用されてい
る安全教育資料には災害事例が記載されている
ことが多いとされている。しかしながら、事例

の紹介程度にとどまっている場合が多く、十分
に活用されていない状況にある。
　災害事例を効果的に活用するためには、一方
的に教育担当者が「なぜ災害に至ったのか」、「ど
うすれば災害を防ぐことができたのか」を示す
のではなく、労働者同士でディスカッションし、
教育担当者と意見交換をすることが重要となる。
災害事例を活用した安全教育の流れを図表6に
示す。
　まず、教育担当者は災害事例の「概要」のみ
労働者に示し、「なぜ災害に至ったのか（どこに
問題があったのか）」を労働者に問いかけ、労働
者同士でディスカッションする時間を設ける
（STEP 1）。その後、教育担当者自身の考えを
示しつつ、労働者と意見交換する（STEP 2）こ
とで、労働者自身が「どのような行動が危険で
あるか」などを身に着けることにつながる。
　次に、それを踏まえ、「どうすれば災害を防ぐ
ことができたのか（災害を防ぐ方法）」を同様に
労働者に問いかけ、労働者同士でディスカッショ
ンする時間を設ける（STEP 3）。その後、教育
担当者自身の考えを示しつつ、労働者と意見交
換する（STEP 4）ことで、労働者自身が「ルー
ルや作業場で導入されている対策がどのような

図表6　災害事例を活用した安全教育の流れ

【STEP 1】
（教育担当者）災害事例の概要の提示。労働者に対し災害に至った理由の問いかけ。
（労働者）災害に至った理由について労働者同士でグループディスカッション。
【STEP 2】
（教育担当者）教育担当者自身の考えを提示。労働者と意見交換。
【STEP 3】
（教育担当者）意見交換を踏まえ、労働者に対し災害を防ぐ方法の問いかけ。
（労働者）同様に、災害を防ぐ方法について労働者同士でグループディスカッション。
【STEP4】検討したリスク低減措置の実施
（教育担当者）教育担当者自身の考えを提示。労働者と意見交換。

（資料）みずほ情報総研作成
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意味を持っているか」などについて学ぶことに
つながる。
　このように、労働者自身で災害事例を分析し、
意見交換することが、安全に対する意識と知識
の効果的な学習につながると考えられる。

（3）ヒヤリハット事例の積極的な活用
　災害には至らなかったものの、一歩間違えれ
ば災害となりうる「ヒヤリハット事例」も、災
害事例同様非常に優れたコンテンツであると考
えられる。しかしながら、労働者の中には、報
告することにより「自身の評価が下がるのでは
ないか」、「叱られるのではないか」などの理由
で報告を躊躇することがある。ヒヤリハット事
例は、まさにその現場において、労働者本人や
管理者を含め、誰も気づいていなかった危険な
箇所やリスクが高まっている状況などを洗い出
す重要な効果もあるため、災害事例同様積極的
に活用することで、リスク低減につながってい
くものと考えられる。
　そのため、教育担当者や事業場の責任者など
は、ヒヤリハットを報告しやすい職場づくりと、
ヒヤリハット事例の蓄積が重要である。

（4）短時間教育の繰り返し
　安全に対する意識は時間とともに希薄になり、
危険に対する感受性が鈍くなる傾向にある。ま
た、長時間に及ぶ座学の場合、集中力が途切れ
てしまい十分な効果が出ないおそれもある。そ
のため、より効果的な安全教育を行うため、短
時間（10～20分程度で可）の教育を繰り返し実施
する（週に1回程度など）ことで、安全に対する
意識などの継続につながる。しかしながら、毎
回同じ内容の教育を行うと、慣れや飽きにより
安全に対する意識が逆に希薄になるため、毎回
異なる災害事例やヒヤリハット事例などを用い
ることで、慣れや飽きを防ぐことが可能となる。

（5）災害事例の収集
　災害事例は様々なウェブページにてデータ
ベースが公開されており、多くの場合は原因分
析が行われている。安全教育で災害事例を活用
する場合、図表7に示すデータベースを活用す
ることで効率的に災害事例を収集することが可
能となる。また、現場で実際に発生した事例が
ある場合は、災害に至った経緯や状況、その後
実施された対策やその理由などを具体的に説明
できるため、積極的な活用が推奨される。

図表7　主な災害事例データベース

機関名 データベース名
厚生労働省 職場のあんぜんサイト「化学物質による災害事例」
独立行政法人労働者健康安全機構　労働安全衛生
総合研究所

災害調査報告書、爆発火災データベース

国立研究開発法人産業技術総合研究所 RISCAD（リレーショナル化学災害データベース）
高圧ガス保安協会 事故事例データベース
危険物保安技術協会 危険物総合情報システム
特定非営利活動法人　失敗学会 失敗知識データベース
災害情報センター（ADIC） 災害情報データベース

（資料）みずほ情報総研作成
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4．情報伝達のポイント

　適切な化学物質管理のため、危険有害性情報
やリスクに関する情報を適切に労働者まで伝達
することが重要となる。これらの情報が、どこ
かで断絶することで労働者がリスクを正確に把
握できずに危険な行動につながり、災害に至っ
た事例も多く報告されている。つまり、化学物
質の危険有害性を知り、リスクを把握・管理し、
更なる情報を継続的に入手することで、適切な
化学物質管理につながると考えられる（図表8）。

（1）化学物質の危険有害性を知る
　SDS（安全対策シート）やラベルなどは、危険
有害性情報を伝達するための手段として最も用
いられている。特に SDSは、危険有害性情報の
ほか物理化学的特性や取扱い上の注意点や緊急

時の対応方法など、安全な作業において重要な
内容が記載されている。そのため事業者は、入
手した SDSを確実に労働者と共有し、どのよう
な危険有害性があるか、どのように取り扱う必
要があるか、緊急時はどのように対応するべき
かなどを把握させるように心がけることが重要
である。
　なお、SDSには一部に（M）SDSやMSDSな
どと記載されている場合があるが、JIS Z 7253

において2012年に用語がMSDSから SDSに変
更、統一されているため、そのような SDSがあ
る場合、内容が古くなっているおそれがあるた
め購入元などに最新版の提供を依頼することが
望ましい。

（2）リスクを把握・管理する
　入手した危険有害性情報などを踏まえ、特に

図表8　適切な化学物質管理へのフロー

（資料）みずほ情報総研作成
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SDS交付義務対象物質の場合、事業者はリスク
アセスメントを実施し、リスクを明確にし、作
業場の改善やリスク低減対策を実施することが
求められる。そして事業者は、どのようなリス
クがあるのか、そのリスクを低くするためどの
ような対策を講じているのかなどを確実に労働
者と共有するように心がけることが重要である。
労働者も、そのような情報を踏まえ、自身が行
う作業に潜むリスクを把握し、安全な取り扱い
を心がける必要がある。

（3）更なる情報を入手する
　最新のSDSなどを用いて危険有害性情報を入
手したとしても、毒性データなどは日々研究が
行われており、新たな知見が公表され、情報が
更新されていく。そのため、常に新たな知見が
公表されていないかを調査し続けることが望ま
しい。
　新たな危険有害性情報などを入手した場合は、
改めてリスクアセスメントを実施し、情報を労
働者と共有するなど、図表8に示すフローを繰
り返すことで、より一層適切に化学物質を管理
することが可能となり、リスク低減につながっ
ていくものと考えられる。

5．リスクアセスメントのポイント

　前述のとおり、改正安衛法に基づき、SDS交
付義務対象物質を製造または取り扱う事業者は、
リスクアセスメントを実施することが求められ
ており、化学物質による労働者のリスク低減に
おいて重要な手段の一つである。本稿では、リ
スクアセスメントの基本的な考え方について述
べるものとし、改正安衛法に基づいたリスクア
セスメントの具体的な実施方法は、みずほ情報
総研コラム「改正安全衛生法に基づくリスクア
セスメントと個人ばく露測定の活用（その1及び
その2）」（5）を参照されたい。

（1）化学物質のベネフィットとリスク
　化学物質は、様々な性質を有しており、その
性質を利用して様々な製品が製造されている（図
表9）。例えばポリプロピレンやポリエチレンテ
レフタレートなどは、軽くて丈夫といった性質
を有しており、プラスチックやペットボトルな
どの原料として用いられている。また、アセト
ンも油汚れを落とす性質があるため、除光液な
ど一般家庭などでも幅広く使用される製品とし
て製造されている。
　このように化学物質は、我々の生活を便利な
豊かなものにしており、産業や経済に大きなベ

図表9　化学物質の性質と活用例

化学物質の例 性質の例 製品の例
ガソリン、灯油、天然ガス 燃えやすい 燃料
ポリプロピレン
ポリエチレンテレフタレート

軽くて丈夫 プラスチック、ペットボトル

アセトン
直鎖アルキルベンゼンスルホン酸塩

油汚れを落とす 除光液、洗剤

アスピリン
イブプロフェン

熱を下げる
痛みをやわらげる

医薬品

（資料）みずほ情報総研作成
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ネフィットをもたらしている。しかしその一方
で、程度の差はあるものの、天然のもの、人工
のものにかかわらず、化学物質はすべて何らか
の危険有害性を持っている。16世紀の医師・錬
金術師で、「毒性学の父」として知られている
Paracelsusは、現代毒性学に通じる基本的概念
を示しており（図表10）、化学物質の有害性（毒
性など）にのみ着目するのではなく、摂取量（ば
く露量）も考慮することの重要性が指摘されてい
る。これこそが、有害性のリスクを考えるうえ
で重要な概念である。危険性についても同様で、
化学物質の危害の大きさ（爆発や引火など）とそ
の発生可能性を考慮することが、危険性のリス
クを考えるうえで重要である。

（2）リスクアセスメントの基本
　有害性におけるリスクアセスメントのイメー
ジを図表11に示す。左図のように、有害性の程

度と比較して、摂取量が十分小さい場合には悪
影響はほとんどなく、リスクが低いと判断でき
る。一方、右図のように、同じ有害性の程度（同
じ化学物質）であっても、摂取量が大きい場合、
悪影響が生じる可能性が高く、リスクが高いと
判断できる。
　このように、化学物質の有害性の程度と、摂
取量を考慮してリスクの程度を判断する（リスク
を見積もる）ことがリスクアセスメントの基本的
な考え方である。これは、危険性についても同
様である。
　なお、リスクは高低（または大小）で表される
ため、「ゼロリスク」というものは存在しないこ
とに注意するべきであり、どんなに対策を講じ
てリスクを小さくしてもゼロにはならないこと
を前提とすることが重要である。

図表10　現代毒性学の基本的概念（Paracelsus）

（原文）
Alle Ding sind Gift und nichts ohn Gift; alein die Dosis macht daß ein Ding kein Gift ist
（みずほ情報総研意訳）
すべての物質（化学物質）は有毒である。なぜならば、毒性のないものはないからである。物質が悪影響を
与えるかどうかは、摂取量（体に入った量）によって決まる。

図表11　リスクアセスメント（リスク評価）のイメージ

（資料）みずほ情報総研作成
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（3）リスク低減対策のポイント
　前述のとおり、リスクを下げるため、労働者
安全教育を通じた危険有害性に対する理解の促
進や危険有害性情報を十分に共有することが重
要であるが、その他、危険有害性の低い化学物
質に変更することや、換気や個人用保護具を着
用することなどでリスクを下げることが可能と
なる。

①　危険有害性の低い化学物質への変更
　リスクを下げるため、取り扱っている化学物
質を、より安全なものに変更することでリスク
を下げることが可能となる。しかしながら、毒
性が低い化学物質であっても沸点が低いまたは
蒸気圧が高い場合、揮発しやすくなることから、
作業場内での当該物質の濃度が上昇することが
ある。そのため、呼吸などによる摂取量が増え、
結果的にリスクが高くなる可能性がある。化学
物質を変更する場合、危険有害性だけではなく
化学物質の沸点や蒸気圧なども考慮することが
重要である。

②　運転条件の変更
　作業時間の短縮や温度条件、形状（粒形を大き
くする）の変更（発散の抑制）など、運転条件を変
更することでも化学物質のばく露を減らすこと
が可能となる。加えて、化学物質の保管場所や
作業場の温度管理についても併せて見直すこと
で、より効果的に化学物質のばく露を減らすこ
とが可能となり、リスクの低減につながると考
えられる。

③ばく露・拡散の防止対策の導入
　有害性の場合、図表12に示すような工学的対
策を導入することで、化学物質のばく露と拡散
を防止することが可能となり、リスクの低減に
つながると考えられる。

④着火源の除去
　静電気が原因で引火することで災害に至った
事例が多く報告されている。静電気は帯電して
いても目で確認することが難しいことなどから、
危険性の場合、図表13に示すような工学的対策

を導入することで、静電気などの着火源を取り
除くことが可能となり、リスク低減につながる
と考えられる。
　なお、静電気の具体的な防止方法などについ
ては、みずほ情報総研コラム「ほんとうは怖い
静電気のはなし」（6）を参照されたい。

⑥個人用保護具の着用
　有害性のリスク低減が主目的となるが、防毒・
防じんマスクなどの呼吸用保護具や化学用手袋、
保護メガネなどの個人用保護具を着用すること
で、化学物質のばく露を防止することが可能と
なり、リスクの低減につながると考えられる。
しかしながら、適切な個人用保護具を選択して
いない、個人用保護具を適切に着用していない
ため、薬傷や中毒などに至る事例も多く報告さ
れている。取り扱う化学物質に応じて保護具を
適切に選択し、適切に着用することが重要であ
る。防毒・防じんマスクを着用する場合は、図

図表12　工学的対策例（有害性）

●　装置を密閉化すること
●　適切な局所排気装置を導入すること
●　換気扇を常時稼働すること
●　作業場の外へ排気すること

図表13　工学的対策例（危険性）

●　アースをとること
●　帯電防止服・帯電防止靴などを着用すること
●　 適切に湿度を保つこと（50％以上が望ましく、

30％以下は危険）
●　作業場近くでの火気不使用を徹底すること
●　防爆型の電気製品の使用すること
●　床に絶縁シートを敷かないこと
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表14に示すポイントについて十分に注意するこ
とが望ましい。
　なお、一般的なサージカルマスクは化学物質
のばく露の防止には効果がないことには注意が
必要である。

6．おわりに

　改正安衛法に基づき化学物質のリスクアセス
メントが義務化されるなど、我が国における化
学物質管理の在り方が大きく変動しようとして
いる。
　かかる中、2016年にオルトトルイジンを含む
芳香族アミンを使用していた福井県の化学工場
において、労働者5名、退職者1名が膀胱がんに
り患する重大な事案が発生した。この事案は、
手や腕に接触したオルトトルイジンが皮膚から
吸収されたことにより、膀胱がんを発症したと
され、吸入だけではなく経皮吸収による健康リ
スクの重要性が浮き彫りになったものである。
　このような状況を踏まえ、厚生労働省は、す
でに公開していた簡易リスクアセスメント支援
ツール「CREATE-SIMPLE ver.1.0.」に、経皮
吸収による健康リスクの見積もりを可能とする
機 能 な ど を 追 加 し た「CREATE-SIMPLE

（ve.2.0.）」を公開した（CREATE-SIMPLEは、
ver.1.0.、2.0.ともにみずほ情報総研が厚生労働
省委託事業において開発）。経皮吸収を含め、化
学物質のリスクにおいて、特に慢性毒性はその
場で影響が分からないことが多く、退職後など

に判明することがある。当該ツールは、「推計
法」に該当するものであり、同様に厚生労働省
が「職場のあんぜんサイト」で公開している「リ
スクアセスメント実施支援システム（コントロー
ル・バンディング）」よりも、細かい作業条件や
作業頻度なども反映することが可能であること
に加え、吸引だけではなく、経皮吸収による健
康リスク、危険性リスクも同時にリスクの程度
を見積もることが可能であり、利便性や精度な
どを大幅に向上させたものになっている。これ
は、他に世界的に見ても例を見ないツールであ
る。
　化学物質による労働災害を防ぐため、労働者
への安全教育や適切な情報伝達などに加え、
CREATE-SIMPLEなども活用し、リスク低減
につなげることが望まれる。

注
（1） 1976年7月イタリアのセベソにある農薬工場で、

2,4,5-トリクロロフェノールを製造する反応槽で暴
走反応が生じ、2,3,7,8-テトラクロロジベンゾ -1,4-
ジオキシンを含むダイオキシン類などが大量に漏洩
した事故。1,800ヘクタールの土壌が汚染され、22
万人が被災する大事故となり、「越境移動」という
新たな環境問題に注目されるきっかけとなった。こ
の事故を踏まえ、セベソ指令やバーゼル条約へとつ
ながった。

（2） 1984年12月の深夜にインドのボパールにある化学
工場で、イソシアン酸メチル（MIC）の貯蔵タンクに
水が混入し、MICと水の発熱反応をきっかけに異
常反応が生じ、MICが大量に漏洩した事故。漏洩
したMICは、風に乗って市街地に拡がり、3,000人
以上（最大14,410人とも言われる）が死亡し、35万
人が被災する大事故となり、「ボパールの悲劇」と
呼ばれるようになった。

（3） 化学品（化学物質単体または混合物として商業的に
製品化されたもの）の安全な取り扱いを確保するた
めに、化学品の危険有害性等に関する情報を記載し
た文書を指し、安全データシート（Safety Data 
Sheet, SDS）という。事業者間で化学品を取引する
時までに提供し、化学品の危険有害性や適切な取り
扱い方法に関する情報等を、供給者側から受け取り
側の事業者に伝達することを目的としている。

（4） 機械設備の経年劣化や労働者の配置転換・退職など
による経験者の減少などを指し、直接的ではないも

図表14　マスク着用時の注意点

●　 説明書に記載されている装着方法を順守し、
正しく装着すること

●　 顔面との密着性を確認すること（フィットネ
ステスト）

●　吸収缶やフィルターは定期的に交換すること
●　 防毒マスクの吸収缶は対象ガス・蒸気に対応

したものを選択すること
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のの間接的にリスクを高めるおそれのある状況が生
じた場合を指す。

（5） https : / /www.mizuho- ir.co . jp /publ icat ion/
contribution/2018/kankyo-sokutei1809_01.html

 https : / /www.mizuho- ir.co . jp /publ icat ion/
contribution/2019/kankyo-sokutei1811_01.html

（6） https : / /www.mizuho- ir.co . jp /publ icat ion/
column/2018/kankyo0830.html
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